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障害者自立支援法の制定に関する意見書
本年２月１０日に国会に上程された「障害者自立支援法案」は、障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から障害種別を超えた福祉サービスの一元化や、現行の福祉施策の体系を大幅に見直すなど、今後の障害者施策に大きな影響を及ぼすものといえます。
「障害者自立支援法案」では、「応益負担」による利用者・家族の負担増が見込まれますが、障害のある人の主たる所得保障である障害基礎年金は、生活保護費よりも極めて低く、到底「応益負担」に応えられる水準ではありません。
　また、現行の障害者福祉施策を再編して、新たに「就労支援」を重点とした事業体系を創設し、とくに都道府県・区市町村等が独自に支援してきた小規模作業所は、ＮＰＯ法人の取得によって「事業参入できる」方向を提案しています。しかし、事業参入が想定される「地域活動支援センター」（新規創設）は、区市町村の事業として位置付けられていますが、裁量的経費とされているため、国の財政責任が不明確で、区市町村の財政負担について十分な説明がされていません。
　さらに、今回の法案審議は、福祉サービスの実施機関である区市町村の声を十分反映させる時間的保障がないままに進められようとしています。
　よって、中野区議会は国会及び政府に対し、下記の事項を求めます。
記
１ 法案の審議にあたっては、とくに障害のある人や関係者、区市町村の意見を聞き十分反映されるよう時間を掛けて検討すること。
２ 「応益負担【定率負担】」の検討にあたっては、障害のある人の自立を支援する観点から、生計の同一性を見直し所得保障の充実を図ること。
３ 施策体系の再編ならびに小規模作業所の事業参入にあたっては、障害者雇用制度を抜本的に拡充するとともに、区市町村だけではなく国も財政的負担を負うこと。

  以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出いたします。
